
【様式第1（その9）　表明書　記載内容】

 令和３年度 CO2排出量が20万ｔ以上の者のみ「表明書」を提出 

※ 車両使用者からの「表明書」となります

① 申請日 様式第1の1　交付申請書に記載の申請日（提出日）と同日かそれ以前

② 報告者（使用者）　 住所　　　　　　：都道府県名より記載

氏名又は名称　　：報告者（使用者）の事業者名を記載

代表者の職・氏名：報告者（使用者）の代表者の役職名、氏名を記載

③ 以下の(1)又は(2)の取組を実施します　　：(1)又は(2)のどちらかの□に✓（チェック）を記載

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□(1) GXリーグへの参画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□(2) 以下の取組

〔ご参考〕：ＧＸリーグ公式ＷＥＢサイトにて参画企業等をご確認ください

〔ご参考〕

【申請書類等の保管について】

①補助事業に係る資料等は、事業の完了の日の属する年度の終了後５年間、保存して

　いただく必要があります。

【財産処分の制限について】

①大臣が別に定める期間を経過するまで、機構の承認を受けないで、補助金の交付の目的に

　反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は取壊し（廃棄を含む）を

　行ってはならない。　〔交付規程（交付の条件）第８条　十四〕

　　事業用　：積載量２トン以下の場合は３年　　積載量２トン超の場合は４年

　　自家用　：５年

　 　　・リース車両については、貨物自動車の処分制限期間（法定耐用年数）と同じか超えて

　　　の契約が必要となります。

　　　※事業用：積載量２トン以下の場合は３年（36か月）以上

　　　　　　 　 積載量２トン超の場合は４年（48か月）以上

　　　※自家用：５年（60か月）以上


